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当社子会社の設立および投資事業有限責任組合の設立（子会社の異動）に関するお知らせ 

 

当社は、2023年 11月 24日開催の取締役会において、当社 100％子会社として株式会社アポロ・キャピタル

（以下、同社）設立を決議し、2023年 12月 22日開催の取締役会において、同社を無限責任組合員とする投

資事業有限責任組合 Apollo Capital１号投資事業有限責任組合（以下、本ファンド）を設立することと、当社

から本ファンドに出資することを決議しましたので下記の通りお知らせいたします。 

本ファンドの出資の総額に占める当社の出資割合は 50%以下となりますが、同社が本ファンドの単独の無限

責任組合員であることから、本ファンドは当社の連結子会社となります。 

また、子会社となる本ファンドへの出資総額が当社資本金の 100分の 10以上に相当する見込みであること

から、本ファンドは当社の特定子会社に該当することとなります。 

記 

１．設立の目的 

当社では、インターネットメディアを企画・開発し運営することを主業としている中で、インターネッ

トマーケティング分野やブロックチェーン分野での技術の高度化や新規事業の創出、およびそれらの社会

実装の促進のために投資育成事業を運営し、積極的な投資を行っております。 

この投資育成事業を今後一層拡大するため、当社 100％子会社として株式会社アポロ・キャピタルを設

立し、さらに同社が運営管理する本ファンドを設立します。そのうえで、本ファンドが当社からの出資

とともに外部からも出資を受け入れ、これらの資金をもって当社が保有するインターネットマーケティ

ング分野の未上場企業の株式を本ファンドに承継させます。これにより、引き続き、当社による当該未

上場企業の成長に対する支援していくことができるだけでなく、外部出資の受入れによるガバナンス体

制の強化や専門的知見の取入れによって当該未上場企業の成長に対する支援を拡大し、当社の投資育成

事業を今後一層成長させてまいります。 

 



２．子会社の概要 

（１）名称 株式会社アポロ・キャピタル 

（２）所在地 東京都世田谷区用賀四丁目 10番 1号 

世田谷ビジネススクエア タワー 24階 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長・都木 聡 

（４）事業内容 ファンドの運営管理 

（５）資本金 30百万円 

（６）設立年月日 2023年 12月８日 

（７）出資比率 当社 100% 

（８）決算期 12月末 

（９）上場会社（当社）と 

同社の関係 

資本関係 当社 100%子会社となります。 

人的関係 当社代表取締役社長が、同社の代表取締役社長

を兼任しております。 

取引関係 管理業務委託 

３．ファンドの概要 

（１）名称 Apollo Capital１号投資事業有限責任組合 

（２）所在地 東京都世田谷区用賀四丁目 10番 1号 

世田谷ビジネススクエア タワー 24階 

（３）設立根拠等 投資事業有限責任組合契約に関する法律に基づく投資事業有限責任組合 

（４）組成目的 当社保有が保有するインターネットマーケティング分野の企業への投資 

（５）組成日 2024年１月１日（予定） 

（６）出資の総額 1,179百万円（上限） 

（７）出資者・出資比率・ 

出資者の概要 

株式会社アポロ・キャピタル 1.00% 

当社 43.88% 

その他非開示 

（８）無限責任組合員 

名称 株式会社アポロ・キャピタル 

所在地 東京都世田谷区用賀四丁目 10番１号  

世田谷ビジネススクエア タワー 24階 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長・都木 聡 

事業内容 ファンドの運営管理 

出資金 30百万円 

（９）上場会社（当社）と 

本ファンドの関係 

資本関係 当社が当該ファンドに出資します。 

人的関係 当社が当該ファンドの有限責任組合員です。 

取引関係 当社が保有するインターネットマーケティング

分野の未上場企業の株式を売却予定です。 

 

４．日程 

  取締役会決議日（株式会社アポロ・キャピタル）       2023年 11月 24日 

  取締役会決議日 （Apollo Capital１号投資事業有限責任組合） 2023年 12月 22日 

  本ファンド契約に係る契約締結日              2023年 12月中（予定） 

 

５．今後の業績に与える影響及び見通し 

本件による当期連結業績に与える影響は軽微ですが、今後開示が必要な事項が発生した場合は速やかに

開示いたします。 

 

 

以 上 


